
株主各位

第16期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

■事業報告

「１．企業集団の現況」における次の事項
(6)主要な営業所及び工場
(7)従業員の状況
(8)主要な借入先の状況
(9)その他企業集団の現況に関する重要な事項

「２．株式の状況」

「３．新株予約権等の状況」

「５．会計監査人の状況」

「６．業務の適正を確保するための体制」

「７．剰余金の配当等の決定に関する方針」

■連結計算書類の連結注記表

■計算書類の個別注記表

株式会社いい生活

上記の事項に係る情報につきましては、法令及び当社定款第15条の
規 定 に 基 づ き 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（ http：//www.e-seikatsu.info/ ）に掲載することにより、株主
の皆様に提供しております。

表紙



１．企業集団の現況

(6) 主要な営業所及び工場（平成27年３月31日現在）

本 社 東京都港区南麻布五丁目２番32号　興和広尾ビル

大 阪 支 店
大阪府大阪市北区大深町４番20号　グランフロント大阪タワ

ーA

福 岡 支 店 福岡県福岡市中央区天神一丁目11番17号　福岡ビル

名 古 屋 支 店 愛知県名古屋市中区錦二丁目4番3号　錦パークビル

株式会社いい生活不動産 東京都港区南麻布五丁目２番32号　興和広尾ビル

(7) 従業員の状況（平成27年３月31日現在）

　①　企業集団の従業員の状況

事 業 区 分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

クラウドソリューション事業 131名 2名減

不 動 産 事 業 －名 －

(注)１．上記従業員数は正社員の人員であり、アルバイト、嘱託及び派遣社員は含まれておりま

せん。

２．アルバイト、嘱託及び派遣社員の年間平均人員は、15名であります。

　②　当社の従業員の状況

区　　分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

男　　子 94名 2名増 34.4歳 5.9年

女　　子 37名 4名減 31.7歳 5.9年

合計又は平均 131名 2名減 33.6歳 5.9年

(注)１．上記従業員数は正社員の人員であり、アルバイト、嘱託及び派遣社員は含まれておりま

せん。

２．アルバイト、嘱託及び派遣社員の年間平均人員は、15名であります。

(8) 主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）

 該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

 記載すべき重要事項はありません。
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２．株式の状況（平成27年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 26,383,200株

(2) 発行済株式の総数 7,280,700株 （うち自己株式379,175株）

(3) 単元株式数 100株

(4) 株主数 2,557名

(5) 大株主（上位10名）

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

中 　 村 　 清 　 高 875,600株 12.68％

前 　 野 　 善 　 一 875,600 12.68

塩 　 川 　 拓 　 行 875,600 12.68

北 　 澤 　 弘 　 貴 875,600 12.68

い い 生 活 従 業 員 持 株 会 383,600 5.55

G O L D M A N ,  S A C H S  &  C O . R E G 168,000 2.43

久 　 野 　 悦 　 章 123,800 1.79

兼 　 英 樹 101,900 1.47

竹 　 澤 　 謙 　 介 63,000 0.91

山 　 下 　 良 　 久 61,700 0.89

 (注) １．当社は、自己株式を379,175株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており

ます。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（平成27年３月31日現在）

第 ５ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 平成17年８月17日

新 株 予 約 権 の 数 598個

新 株 予 約 権 の 発 行 価 額 無償

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 179,400株

（新株予約権１個につき

300株）

新 株 予 約 権 の 行 使 時 の 払 込 金 額
新株予約権１株当たり

467円

権 利 行 使 期 間
平成19年６月29日から
平成27年６月28日まで

行 使 の 条 件 （注）１、２、３

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数 590個

目的となる株式数 177,000株

保有者数 5名

監 査 役

新株予約権の数 8個

目的となる株式数 2,400株

保有者数 2名

（注）１．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役・監査役及び

従業員の地位にあることを要します。

２．その他の条件は、株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株

予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところに

よります。

３．新株予約権の譲渡、質入、担保権の設定その他一切の処分を行うことはできません。

４．平成25年10月１日付にて普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っておりま

す。これに伴い、新株予約権の目的となる株式数及び新株予約権の行使時の払込金額

は、株式分割後の値を記載しています。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権に関する重要な事項

該当事項はありません。
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５．会計監査人の状況

（1）会計監査人の名称

きさらぎ監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支払額

①
 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に

基づく報酬等の額
13,000千円

②
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金

銭その他の財産上の利益の合計額
13,000千円

 (注) 当社は会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査に係る報酬等の額と金

融商品取引法に基づく監査に係る報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で

きませんので、上記①の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定方針

当社では、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役会全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人

を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を

報告いたします。

なお、監査役会は、会計監査人の継続監査年数等個別の事情を勘案しまし

て、再任又は不再任に関する事項の決定を行います。

 (注) ｢会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５

月１日に施行されたことに伴い、会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の決定機関を、取締役会から監査役会に変更しております。

（4）責任限定契約の内容の概要

特に記載すべき事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

①　当社は、企業の存続のためにはコンプライアンスの徹底が不可欠である

と認識しております。法令遵守はもちろんのこと、「いい生活の5つの理

念」の推進に努め、「コンプライアンス規程」の遵守を徹底するとともに

社内研修・教育活動を通じて周知徹底を図るなど、企業倫理の確立に努め

ております。

②　社長直属の内部監査室が、監査役・会計監査人との連携・協力のもと内

部監査を実施しており、業務の適法・適切な運営と内部管理の徹底を図っ

ております。また随時、問題点や今後の課題などを社長に報告する体制を

整備しております。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報は、法令、定款、及び「文書管理規程」「情

報セキュリティ基本方針」等の社内規程、方針等に従い、文書(紙または電

磁的媒体)に記録して適切に保管・管理する体制をとっております。取締

役・監査役はこれらの文書を閲覧することができます。

当該文書には、株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録、これ

らの議事録の添付書類、その他取締役の職務の執行に関する重要な文書があ

ります。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　セキュリティに関する責任者としてチーフセキュリティオフィサーを

設置し、代表取締役社長を議長とする情報セキュリティ委員会、各部門の

代表者が参加するセキュリティコミッティにおいてセキュリティに関す

るリスク分析、対策の実施、情報交換等を行っております。

②　災害による損失、基幹システムの障害、役員・使用人の不正等による重

大な損失のリスクを認識し対応するための「リスク管理規程」を適切に運

用するとともに、リスク管理体制の構築及び維持・整備に努めておりま

す。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　当社は創業以来、的確かつ迅速な企業経営を重要課題と位置づけ、コー

ポレート・ガバナンス体制の充実、素早い意思決定と効率的な経営体制の

構築に努めております。

②　取締役会は少なくとも月に１回以上開催し、情報の共有及び意思の疎通

を図り会社の重要事項を決議するとともに、各取締役の業務執行を監督し

ております。

③　取締役会の下に常勤取締役、執行役員及び本部長で構成される経営会議

を設置し、原則として週１回以上開催しております。経営会議におきまし

ては取締役会付議事項の事前検討、取締役会から委譲された権限の範囲内

における様々な経営課題についての意思決定を行っております。

④　取締役会は、経営組織及び各取締役・執行役員の職務分掌を定め、各取

締役・執行役員は職務分掌に基づき適切に業務を執行しております。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

①　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体

制

当社は、子会社における重要事項を当社経営会議又は取締役会の付議事

項とする旨「関係会社管理規程」に定めており、当該規程の適切な運用に

よって、当社は子会社の取締役等の職務の執行に係る事項について承認を

行い、又は報告を受けております。

②　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、「関係会社管理規程」により、「リスク管理規程」を含む主な

方針・規程を子会社にも適用する旨定めており、子会社は当社が定めるセ

キュリティに関する基準等及びリスク管理体制等の適用対象となってお

ります。

③　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

イ．取締役会は少なくとも月に１回以上開催し、情報の共有及び意思の疎

通を図り会社の重要事項を決議するとともに、各取締役の業務執行を監督

しております。
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ロ．当社は、子会社における重要事項を当社経営会議又は取締役会の付議

事項とする旨「関係会社管理規程」に定めており、経営会議における意思

決定を通じて、子会社における効率的な経営体制の構築に努めておりま

す。

④　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

当社と子会社は、企業集団として当社グループ共通の目標（「いい生活

の５つの理念」）を共有し、一体性を有します。当社の内部監査室は、当

社が定める「内部監査規程」に基づき、当社のみならず子会社も監査対象

として内部監査を実施しております。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項

監査役会の下に監査役会事務局を設置し、監査役の職務を補助する使用人

が業務にあたっております。

(7) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する

監査役の指示の実効性の確保に関する事項

①　監査役会事務局担当者は、監査役より指示された業務の実施に関して、

取締役からの指示、命令を受けないこととしております。

②　監査役会事務局担当者の人事異動に関しては、事前に監査役に報告し、

その了承を得ることとしております。

③　監査役会事務局担当者は、監査役会に出席し、監査役より指示された業

務の実施内容及び結果につき報告を行うこととしております。
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(8) 監査役への報告に関する体制

①　当社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

イ．監査役は、取締役会に出席し、重要事項の報告を受ける体制をとって

おります。また、常勤監査役は経営会議にも出席し、監査役会において他

の監査役に対し経営会議における議題及び審議の経過を報告することと

しております。

ロ．取締役及び執行役員は、会社の信用、業績等に重大な悪影響を与える

事項、または重大な悪影響を与えるおそれのある事項が発覚したときに

は、速やかに監査役に報告することとしております。

②　子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの

者から報告を受けた者が監査役に報告するための体制

イ．監査役は、「監査役監査基準」に基づき、子会社に対して事業の報告

を求めることとしております。

ロ．当社は、子会社における重要事項を当社経営会議又は取締役会の付議

事項とする旨「関係会社管理規程」に定めており、該当事項につきまして

は子会社より経営会議又は取締役会に対して報告されます。この経営会

議には常勤監査役が出席し、取締役会には全ての監査役が出席することと

しております。

ハ．「関係会社管理規程」により、当社は「コンプライアンス・ホットラ

イン」制度を子会社においても利用できることとしております。当該制度

を利用して通報が行われた場合、当該通報内容は常勤監査役に通知され、

常勤監査役において調査の可否に係る検討、調査の要請及び結果の受領、

経営会議に対する通報内容及び結果概要の報告が行われる旨、「コンプラ

イアンス・ホットライン運用管理規程」に定めております。

(9) 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

当社は「コンプライアンス・ホットライン運用管理規程」に基づき、前号

の「コンプライアンス・ホットライン」制度を利用した通報者が不利益とな

る一切の行為を禁止しております。

(10) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

監査役は、職務の執行について生ずる費用については、「経理規程」等に

基づき精算することとしています。
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(11) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役は、取締役会のほか経営会議にも出席し、重要事項の報告を受け

る体制をとっております。

②　監査役は、会計監査人・内部監査室と連携・協力して監査を実施してお

ります。

③　１年に４回程度、監査役と代表取締役との定期的な意見交換会を実施す

ることとしております。

(12) 財務報告の信頼性及び適正性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性及び適正性を確保し、また金融商品取引法に定

める内部統制評価制度への適切な対応を図るため、取締役会において財務報

告に係る内部統制の整備及び運用に関する基本方針を定めております。ま

た、内部統制システムの整備及び運用を行うとともに、当該システムが有効

かつ適正に機能しているか継続的に評価を行い、不備に対する必要な是正措

置を講じるものとしております。

(13) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況

当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対

しては、その排除に努めるとともに毅然とした姿勢で組織的な対応を図り、

取引関係等の一切の関係を持たない方針を堅持いたしております。

なお、反社会的勢力排除に対応するための部署及び対応マニュアルは設置

済みでありますが、引続き社内体制の整備強化、及び警察等の外部機関や関

連団体との連携等に今後も継続的に取り組んでまいります。

(注) 「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）及び「会社法施

行規則等の一部を改正する省令」（平成27年法務省令第６号）が平成27年５

月１日に施行されることに伴い、平成27年４月16日開催の当社取締役会の決

議により内容を一部改定しており、上記の体制は当該改定がなされた後のも

のです。なお、改定内容は、当社グループの業務の適正を確保するための体

制及び監査に関する体制について当社グループの現状に則した見直し及び

法令の改正に合わせて具体的かつ明確な表現への変更をしたものでありま

す。
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、今後の成長を支える財務基盤の強化と同時に、株主の皆様に対す

る利益還元を経営課題の一つとして位置付けております。株主の皆様への利

益還元の基本方針としては、当該期の業績及びフリー・キャッシュフローの

水準を十分に勘案した上で、利益配当の継続的実施並びに配当額の継続的成

長の実現に向けて取り組んでまいりたいと考えております。

平成27年3月期の期末配当につきましては、１株当たり３円50銭の配当を実

施する予定であります。

当社は、自己株式の取得につきましても、株主の皆様に対する有効な利益

還元の一つと考えており、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂

行を可能にするものと考えております。今後におきましても、株価の動向や

財務状況等を考慮しながら適切に対応してまいります。

平成27年３月末現在の保有自己株式数は379,175株、発行済株式総数の

5.2％となっております。
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（配当に関する数値情報）

（連結ベース）
第13期

平成24年3月期

第14期

平成25年3月期

第15期

平成26年3月期

第16期

平成27年3月期

①1株当たり配当額 (実績)1,100円 (実績)1,100円 (実績)3円 (予定)3円50銭

②配当金総額 75,897千円 75,897千円 20,704千円 24,155千円

③自己株式取得数 178株 －株 375,384株 －株

④自己株式取得価額

総額
4,473千円 －千円 25千円 －千円

⑤配当金＋自己株式

の総額合計

（＝②＋④）

80,370千円 75,897千円 20,729千円 24,155千円

⑥当期純利益又は当

期純損失（△）
89,151千円 △58,790千円 △36,686千円 66,788千円

⑦1株当たり当期純利

益又は1株当たり当

期純損失（△）

1,314円09銭 △852円05銭 △5円32銭 9円68銭

⑧配当性向

（＝①／⑦）
83.7％ －％ －％ 36.2％

⑨総還元性向

（＝⑤／⑥）
90.2％ －％ －％ 36.2％

（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発

行済株式総数により算出しております。

２．当社は平成25年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき100株の割合で株式

分割を実施し、100株を１単元とする単元株制度を採用しております。また、当該株式

分割と同時に単元未満株式の買取制度を実施しております。これに伴い、１株当たり

当期純利益又は１株当たり当期純損失については、前連結会計年度の期首に当該株式

分割が行われたと仮定して金額を算定しております。また、平成26年3月期の自己株式

取得数については、株式分割による375,309株、単元未満株式の買取り75株によるもの

であります。

当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間

配当を行うことができる」旨を定款に定めておりますが、当面の間につきま

しては、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針として

おります。なお、当社における剰余金の配当の決定機関は、期末配当につい

ては株主総会、中間配当については取締役会であります。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数　　１社

連結子会社の名称　株式会社いい生活不動産

（2）持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

（3）連結子会社の事業年度に関する事項

株式会社いい生活不動産の決算日は３月31日で連結決算日と一致しております。

（4）会計処理基準に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

　商　品　　　　　　　　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　仕掛品　　　　　　　　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ． 有形固定資産　　　　　　　　 定率法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　　３～18年

工具器具備品　    ３～20年

ロ． 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。但し、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

ハ． リース資産　　　　　　　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ． 貸倒引当金　　　　　　　　　 一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収不能見込

額を計上しております。

ロ． 賞与引当金　　　　　　　　　 従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支払見

込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上し

ております。
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④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 382,286千円

(2) コミットメントライン契約

　当社は機動的で安定した資金調達の確保を狙いとし、コミットメントライン契約を取引銀

行１行と締結しております。この契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

コミットメントライン契約の総額 400,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 400,000千円
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 7,280,700株 －株 －株 7,280,700株

(2) 自己株式の種類及び数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 379,175株 －株 －株 379,175株

(3) 配当に関する事項

① 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 20,704 利益剰余金 3 平成26年３月31日 平成26年６月27日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 24,155 利益剰余金 3.5 平成27年３月31日 平成27年６月29日

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

取締役会決議日 目的となる株式の種類 目的となる株式の数

 平成17年８月17日 普通株式 192,000株

４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループの資金運用については、短期的な預金等に限定しております。

また、資金調達については、原則として、営業活動によるキャッシュ・フローでの調達

を基本としておりますが、必要に応じ、銀行等金融機関からの借入とする方針であります。

なお、創業以来、借入の実績はありません。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは経理規程及び与信管理規

程に従い、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行い、関係者に周知することにより、リ
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スクの低減を図っております。

ゴルフ会員権に係る市場リスクについては、四半期ごとに日刊新聞又はゴルフ会員権取

扱店（インターネットサイト含）等にて相場（時価）の把握を行っております。

資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）について

は、経理部が資金業務手順書に従い、預金残高の管理を行っております。

敷金及び保証金は、主に建物の賃貸借契約に係る敷金として差入れており、債務者の信

用リスクに晒されておりますが、契約満了時に一括して返還されるものであります。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投資に必要な資金の調達等を目的

としたものであります。

③ 金融商品の時価等に関する事項の補足説明

該当事項はありません。

④ 信用リスクの集中

当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち42.2％が特定の大口顧客（２

社）に対するものであり、また営業債権のほぼ全てが不動産業界に携わる顧客に対するも

のであります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものは、次表には含まれておりません（（注2）参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

（1）現金及び預金 564,942 564,942 －

（2）受取手形及び売掛金 44,616

貸倒引当金（※1） △651

43,965 43,965 －

（3）ゴルフ会員権 22,300 20,900 △1,400

（4）敷金及び保証金 72,168 67,487 △4,681

資産計 703,377 697,295 △6,081

（5）未払金 85,682 85,682 －

（6）未払法人税等 40,153 40,153 －

（7）預り金 8,953 8,953 －

（8）リース債務（※2） 86,380 86,471 90

負債計 221,170 221,260 90

（※1）売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※2）１年内返済予定額を含めております。
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（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

（3）ゴルフ会員権

ゴルフ会員権については、日刊新聞又はゴルフ会員権取扱店（インターネットサイト含）

等の相場価格によっております。

（4）敷金及び保証金

オフィスの賃貸借契約に係る敷金については、将来の回収が最終的に見込めると認められ

る部分の将来キャッシュ・フローを国債利回りで割り引いた現在価値によって算定した金額

に、将来の回収が最終的に見込めないと認められる部分の未償却残高を加えた金額を時価と

しております。

負　債

（5）未払金、（6）未払法人税等、（7）預り金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

（8）リース債務

リース債務については、元利金の合計額を同様のリース取引を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注2）時価を把握することが、極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額

出資金（※） 30

預り保証金（※） 18,768

敷金及び保証金（※） 1,852

（※）市場価格がなく且つ合理的な将来キャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認めら

れるため、時価開示の対象としておりません。

（注3）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

1年以内

（1） 現金及び預金 564,942

（2） 受取手形及び売掛金 44,616

合計 609,559
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（注4）リース債務の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内

リース債務 41,359 25,241 13,309 6,469 －

５．賃貸等不動産に関する注記

該当事項はありません。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 227円14銭

(2) １株当たり当期純利益 9円68銭

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商　品　　　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

仕掛品　　　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　　３～18年

工具器具備品　    ３～20年

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。但し、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支払見

込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上してお

ります。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の

計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる案件については工事進行基準を適用

し、その他の案件については、工事完成基準を適用

しております。なお、工事進行基準を適用する案件

の進捗率の見積りは、原価比例法によっておりま

す。
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(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 382,286千円

(2) コミットメントライン契約

　当社は機動的で安定した資金調達の確保を狙いとし、コミットメントライン契約を取引銀

行１行と締結しております。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。

コミットメントライン契約の総額 400,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 400,000千円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 27千円

短期金銭債務 361千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

(1) 営業取引による取引高の総額

売上高 240千円

その他の営業取引 3,300千円

(2) 営業取引以外の取引による取引高の総額 720千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び数に関する事項

株 式 の 種 類
当事業年度
期首の株式数

当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 379,175株 －株 －株 379,175株
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５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（流動資産）

　繰延税金資産

　賞与引当金 11,535千円

　貸倒引当金限度超過額 543

　未払事業所税 1,007

　未払事業税 3,350

繰延税金資産小計 16,438

繰延税金資産合計 16,438

（固定資産）

　繰延税金資産

　関係会社株式評価損 5,923千円

　ゴルフ会員権評価損 2,543

　資産除去債務 2,294

　その他 66

繰延税金資産小計 10,826

評価性引当額 △10,760

繰延税金資産合計 66

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることになりました。これに

伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から、

平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については33.1％に、

平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、

32.3％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は1,266

千円減少し、法人税等調整額が同額増加しております。

６．関連当事者との取引に関する注記

関連当事者との取引が僅少であるため、記載を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1）１株当たり純資産額 225円74銭

(2）１株当たり当期純利益 9円27銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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